


 
 　　　　　　　　　　令和８年９月
 防 衛 省

 
令和７年度自衛隊員の倫理の保持に関する状況及び倫理の保持に 
関して講じた施策に関する報告について 

 
１　趣旨 
　　本報告は、自衛隊員倫理法（平成１１年法律第１３０号。以下「倫理法」とい

う。）第４条の規定により、内閣は、毎年、国会に、自衛隊員の職務に係る倫理
の保持に関する状況及び自衛隊員の職務に係る倫理の保持に関して講じた施策に
関する報告書を提出しなければならないとされていることから、令和７年度(株
取引等報告書及び所得等報告書については令和７年）の状況等について国会に報

 告するもの。
　※　一般職の国家公務員については、国家公務員倫理法（平成１１年法律第１２

９号）第４条の規定により、当該報告について同様に行われており、毎年、防
 衛省の報告と同様に閣議決定されている。

 
２　報告書の概要 
  (1) 各種報告書の提出件数 
    ・贈与等報告書…１,７７０件（令和６年度　１，５３２件）（倫理法第６条第
　　　１項） 
　　・株取引等報告書…　 ２０件（令和６年 　　１５件）（倫理法第７条第１項） 
    ・所得等報告書…　 １１７件（令和６年　 １１７件）（倫理法第８条第１項） 
 
  (2) 倫理監督官への届出等の状況 
    ・利害関係者との１万円を超える場合の飲食の届出…１０件（令和６年度 ９

件）（自衛隊員倫理規程（平成１２年政令第１７３号）第８条） 
    ・利害関係者からの依頼による講演等の承認…３５９件（令和６年度 ４００

件）（自衛隊員倫理規程第９条第１項） 
 
  (3) 懲戒処分等の状況 

 ・倫理法違反行為に対する懲戒処分の事案…２件（停職４名、減給９名） 
 　　　（令和６年度　０件）

     ・倫理法違反行為に対する訓戒等の事案　…２件（訓戒１名、注意１名）
 　　　（令和６年度　２件）

 
  (4) 倫理法等の適正な運用の確保等のための施策 

 ①　自衛隊員倫理審査会が行った施策
　　倫理審査会は、提出された各種報告書について審査を行った。 

 ②　防衛省全体として行った施策
ア　自衛隊員等倫理月間（令和８年３月の１か月間）を設定し、部外講師に
よる講演や防衛省が独自に作成した教育資料等による教育を行ったほか、

 パンフレットを作成し事業者等に配布した。
イ　各種研修において、自衛隊員の倫理感のかん養・保持等のためのカリキ

 ュラムの充実を図った。
 　　③　部内の各機関が行った施策

 　　　ア　各種会議において、倫理法の周知徹底等の指示・指導を実施
 　　　イ　研修における倫理講座の設定、充実等

 　　　ウ　日常業務等において、管理・監督者から部下隊員へ指導を実施
 　　　エ　管理・監督者に対して、会議等における指示・指導を実施

 
３　閣議決定・国会報告 

  令和８年９月１５日（火）
 
 



 
（参考） 

○　 自衛隊員倫理法（平成１１年法律第１３０号）（抄） 
（国会報告） 

第四条　内閣は、毎年、国会に、自衛隊員の職務に係る倫理の保持に関する状況及び自衛
隊員の職務に係る倫理の保持に関して講じた施策に関する報告書を提出しなければな
らない。 

　（贈与等の報告）  
第六条　部員級以上の自衛隊員は、事業者等から、金銭、物品その他の財産上の利益の供

与若しくは供応接待（以下「贈与等」という。）を受けたとき又は事業者等と自衛隊員
の職務との関係に基づいて提供する人的役務に対する報酬として自衛隊員倫理規程で
定める報酬の支払を受けたとき（当該贈与等を受けた時又は当該報酬の支払を受けた
時において部員級以上の自衛隊員であった場合に限り、かつ、当該贈与等により受け
た利益又は当該支払を受けた報酬の価額が一件につき五千円を超える場合に限る。）は、
一月から三月まで、四月から六月まで、七月から九月まで及び十月から十二月までの
各区分による期間（以下「四半期」という。）ごとに、次に掲げる事項を記載した贈与
等報告書を、当該四半期の翌四半期の初日から十四日以内に、防衛大臣（防衛装備庁
の職員である自衛隊員（自衛隊法第三十条の二第一項第六号に規定する幹部隊員及び
自衛官を除く。以下単に「防衛装備庁の職員である自衛隊員」という。）にあっては、
防衛装備庁長官）に提出しなければならない。  

  一　当該贈与等により受けた利益又は当該支払を受けた報酬の価額  
  二  当該贈与等により利益を受け又は当該報酬の支払を受けた年月日及びその基因とな

った事実  
  三  当該贈与等をした事業者等又は当該報酬を支払った事業者等の名称及び住所 
　四　前三号に掲げるもののほか自衛隊員倫理規程で定める事項 
２・３　（略） 
　（株取引等の報告）  
第七条  本省審議官級以上の自衛隊員は、前年において行った株券等（株券、新株予約権

証券又は新株予約権付社債券をいい、株券、新株予約権証券又は新株予約権付社債券
が発行されていない場合にあっては、これらが発行されていたとすればこれらに表示
されるべき権利をいう。以下この項において同じ。）の取得又は譲渡（本省審議官級以
上の自衛隊員である間に行ったものに限る。以下「株取引等」という。）について、当
該株取引等に係る株券等の種類、銘柄、数及び対価の額並びに当該株取引等の年月日
を記載した株取引等報告書を、毎年、三月一日から同月三十一日までの間に、防衛大
臣（防衛装備庁の職員である自衛隊員にあっては、防衛装備庁長官）に提出しなけれ
ばならない。 

２・３　（略）  
　（所得等の報告）  
第八条  本省審議官級以上の自衛隊員（前年一年間を通じて本省審議官級以上の自衛隊員

であったものに限る。）は、次に掲げる金額及び課税価格を記載した所得等報告書を、
毎年、三月一日から同月三十一日までの間に、防衛大臣（防衛装備庁の職員である自
衛隊員にあっては、防衛装備庁長官）に提出しなければならない。  

　一・二　（略） 
２～４　（略） 
 
○　 自衛隊員倫理規程(平成１２年政令第１７３号）（抄） 

（利害関係者と共に飲食をする場合の届出） 
第八条　自衛隊員は、自己の飲食に要する費用について利害関係者の負担によらないで利
　害関係者と共に飲食をする場合において、自己の飲食に要する費用が一万円を超えると
　きは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、倫理監督官が定める事項を倫理監督官に届
　け出なければならない。ただし、やむを得ない事情によりあらかじめ届け出ることがで
　きなかったときは、事後において速やかに当該事項を届け出なければならない。 
　一　多数の者が出席する立食パーティーにおいて、利害関係者と共に飲食をするとき。 
　二　私的な関係がある利害関係者と共に飲食をする場合であって、自己の飲食に要する 
　　費用について自己又は自己と私的な関係がある者であって利害関係者に該当しないも 
　　のが負担するとき。 



　（講演等に関する規制） 
第九条　自衛隊員は、利害関係者からの依頼に応じて報酬を受けて、講演、討論、講習若
　しくは研修における指導若しくは知識の教授、著述、監修、編さん又はラジオ放送若し
　くはテレビジョン放送の放送番組への出演(自衛隊法第六十三条の承認を得てするもの
　を除く。以下「講演等」という。)をしようとする場合は、あらかじめ倫理監督官の承
　認を得なければならない。 
２　（略） 
 


